別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：土地利用対策費
	事業名:地籍調査費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　都市建築部　都市政策課　土地計画調査係　電話番号：058-272-1111(3760)
　　　　　　　　　　　E-mail：c11654@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：616,942千円（前年度予算額：251,650千円）

	要求内容


	１　要求の内容


　土地の記録は、いまだに明治初期の地租改正事業の調査記録を基礎としたものが多く、面積等が正確でないことから、市町村などが国土調査法に基づき、一筆ごとの土地について所有者、地番、地目及び境界の調査、並びに面積の測定を行う地籍調査事業を実施している。昭和３８年度から始まり、現在は２８市町村で実施、来年度、関ヶ原町においても着手予定。県は、調査に係る経費の一部を負担する。
（負担割合　国1/2、県1/4、市町村1/4、（国2/3、県1/6、森林組合1/6））
　【効果】
　　・災害復旧・復興の迅速化

・土地境界をめぐるトラブルの未然防止

　　・各種公共事業の効率化・コスト縮減

　　・課税の適正化・公平化　　など
東日本大震災以降、地籍調査の未実施が災害復旧を困難なものにすることから、市町村、住民からの要望が強い。　

	２　所要経費


（１）地籍調査費負担金　615,942千円
（２）地籍調査事務費　　  1,000千円

	決定額の考え方


行財政改革アクションプランに伴い事業着手を抑制してきた新規地区などの一部について事業に着手することとし、所要額を計上します。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	251,650
	167,950
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	83,700

	要求額
	616,942
	412,128
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	204,814

	決定額
	381,046
	254,804
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	126,242


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　土地の境界、面積等が不正確な状況が多くある中、地籍調査により、土地の所有者、地番、地目、境界及び面積等を明確にし、正確な地図を作成することで、災害復旧の迅速化、土地境界トラブルの未然防止、公共事業の効率化、課税の適正化等を図れるようにする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	地籍調査実施済み面積


	0.00

ｋ㎡
（S38）
	1249.84

ｋ㎡
（H22）
	1282.01

ｋ㎡
（H23）
	1299.02

ｋ㎡
（H23）
	8624.70

ｋ㎡
（H  ）
	15.1％


	地籍調査実施面積

（Ｈ２２～Ｈ３１）

第６次県十箇年計画
	0.00

ｋ㎡
（H21）
	
	32.17

ｋ㎡
（H22）
	49.18

ｋ㎡
（H23）
	770.00

ｋ㎡
（H31）
	6.4％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

○市町村等が行う地籍調査事業について、国土調査法に基づき、経費の一部を負担する。

　実施市町村等　２８市町村、１森林組合

　実施予定面積　１８．２８ｋ㎡


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

県土（市町村土）面積１８．２８ｋ㎡の地籍調査を行う予定である。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	東日本大震災後、災害により境界が確認できない場合など、土地境界を座標（土地の位置データ）で管理する地籍調査は災害復旧の迅速化を図るためには欠かせない事業であることが再認識され、市町村からの要望も強く、必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	多くの調査実施地域では調査前後で面積が２倍以上変動するなどの結果が出ている。その調査の成果（地籍簿、地籍図）は登記所に送付され、登記所では地籍簿をもとに登記簿を修正し、地籍図は登記所備え付けの正式な地図となることから、土地取引、課税、公共事業、災害復旧等に活用されている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	調査成果が市町村の地籍調査事業に活用できる国事業の「都市部官民境界基本調査」や「山村境界基本調査」を活用しながら、経費の削減に努めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　県土の大部分を占める山村部には広大な未実施地域が残っているが、山村部においては特に土地所有者の高齢化や村離れが進んでおり、土地境界に関する物証や人証が失われつつあることから、地籍調査を実施することが困難になることが考えられる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか。
　全国の進捗率（５０％）に対して岐阜県の進捗率（１５％）は著しく低く、東日本大震災により防災意識が高まる中、地籍調査の重要性が再認識され、市町村からの要望が強くなっている。

Ｈ２２～Ｈ２４までの３年間アクションプランにより新規地区の着手を抑制してきたことから、アクションプランの終了に伴い、平成２５年度は事業の推進を図るため、新規地区の調査を再開し、市町村が行う事業を支援する。


